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0 65歳以上の高齢者の医療制度と国保の一体的運用を図る場合、65歳以上の被用者保険の被保険者

及び被扶養者については、国保に加入いただくこととするのか、被用者保険に加入いただくこととするのか、

以下の点を考慮し、検討する必要がある。

被用者保険の被保険者及び被扶養者の取扱いについて

課題案 メリット
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被用者保険の被保険者と被扶養者の人数について(1)

現行制と 
′
(平嗜

22年度予算案ベースの粗い推計)

A案 :被用者保険の被保険者及び被扶養者についても、市町村国保に加入する。

第4回高齢者医療制度改革会議参考資料

75歳以上 65～ 74歳 65歳未満
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約 135万人 ・共済等  約 4万人
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に扶養されている方

国保
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共済等  約 450万 人



被用者保険の被保険者と被扶養者の人数について(2)

(平成22年度予算案ベースの粗い推計)

B案 :被用者保険の被保険者及び被扶養者についても、被用者保険に加入する。

C案 :被用者保 積用者保険に加入し、被扶        町村国保に加入する。
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第4回高齢者医療制度改革会議参考資料
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高齢者の加入する医療保険の運営主体のあり方について

蓮営主体は都道(oこれまでの会議において、多くの委員より、高齢者の加入する医療1          府県単位とすべきである

との意見があつたが、                           一

3

メリット

メリツト

※(1)・ (2)・ (4)については、保険料徴収、窓口相談等の業務は市町村が行うことを前提として整理。

i任が明確になる:

鉾撃な晶菫魃 季竜ここができる。
やすい。

獄涵菫ξ蔚撫京
恒することとなるが、きめ細やかな事業展開を図るインセ

:   鱗翻夕雰警也  ダ詈曇:‖l翼

8驚瑾曇真霞謀雑笹≦墨桑3長主微認寵葛錯
≧灘鮪瞳 象逸とすることも可能。

1嘱露:キと予簾紺i支蔚霧″キ詭堺 県
こすることとなるが、きめ細やかな事業展開を図るインセ



l10市Ⅲ●
メリツト

メリット

○ 住民の認知度が高い。

○ 市町村長は、住民から直接選ばれているため、責任が明確になる。

O保 険料等の決定について市町村が行うことから、議会や住民に対する保険料等の制度の説明責任が明確に

なる。

O事 務を実施する上で、組織内でのノウハウが承継しやすい。

O高齢化の進展に伴い、高齢者医療費は増大することが見込まれそおり、市町沐寸単位で財政運営を行うことに

は限界がある。

○ 医療保険制度においては、保険財政規模の広域化、地域の医療費水準に見合つた保険料水準の設定のた

め、保険者について、都道府県単位を軸とした再編・統合を推進しているが、こうした取組に逆行する。

(市町村国保;保険財政共同安定化事業等の実施、協会けんぱ;国から都道府県単位の公法人による運営)

○ 市町村間において保険料基準にバラつきが生じることとなる。

○ 国保と同様に、市町村によつては、一般会計からの繰り入れを行うことによる財政負担が生じるおそれがある。

8置量穿融契量然暑聾Ь責任者となるため、責任′が巽
確
鞣F2ヒ所得であれば、同じ保険料となる。○ 一律の保険料基準を設けることができれば、全国に

○「中央集権からt地域主権へ」という基本的な流れに逆行する。

o医 療保険制度においては、保険財政規模の広域化、地域の医療費水準に見合つた保険料水準の設定のた

め、保険者|こついて、都道府県単位を軸とした再編口統合を推進しているが、こうした取組に逆行する。

(市町村国保 ;保険財政共同安定化事業等の実施、協会けんぱ:国から都道府県単位の公法人による運営)

○ 地域ごとに医療費が異なる中で、国が一律の保険料基準を設けることが適当か。

※ 後期高齢者医療制度においては、被保険者一人当たりの平均保険料額について、最大約2倍の地域格

差があり、全国一律の保険料基準とした場合、著しい保険料の増減が生じる。

○ 地域における保健事業等の取組によつて、地域の医療費を抑えて保険料率に反映させるといつたインセン

ティブが働かなくなるおそれがある。

24




